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注 1該 当する□には、レ印を記入 してください。竹定事業者以外で自主参加される事業者の方は、レ印の記入は不要です。
2「 基準年度」とは計画期間の前年度を、 「目標年度」とは計画期re3の最終年度をいいます。

3「 事業所寺排出区分」とは、京都府内の苺柴所等のF・業活動のためのエネルギーのlP用にrLい発生する温宮
‐
7j果ガスを、 「輸送車両排出区分」と

は、自tlj車運送事栄者については使用のな拠の位置を京都府内とする車両の排出する温室効果ガスを、鉄道事業者については保有する貨物■同叉
は旅密車両の排出する温窪効果ガスをヽ 「その他fjl出区分」とは、上記以外の京都府内における41ttF/rl事の事策活動に伴い発生する晨宮効呆ガス
をいいます。

4「 竹記事項」には、平成2年 度 (1990年 度)を 基4と した,十お量の対陀やエネルギー原単位C02排 出量、省エネ製品7rl発など他者の温電効果
ガス排出rll顔への貢献、グリーン調達の採用、Ⅲ定フロンなどの条lyll指定外の温ヨ効果ガスの肖り波などを記入してください。

特定事業者の
主たる業種

該当する事業
者要件

▼ 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第1号該当事業者
算 してli 500キロリットル以上))

(大規模エ
スルギー使用事業者 (原油に浜

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第10条第2号又は第3号該当事業者 (大規模運送事業者 (トラック又
はバス100台以上/タ クシー150台以上/鉄 道車両150両以上)

「 京都府地球温暖化対策条例施行規則第 10条 第4号 該当事業者 (その他の温室効果ガスの大規模排出事
業者 (二酸化炭素に換算して3000ト ン以上))

計 画 期 間 平成 18 年 4 月 平成  20 年 月

基 本 万 針 当事業場では、空調負而が三となるので、当該年度の気候に左右され易い、そうした中で冷房温度を高く
暖房温度を低く設定し、更に契約電力の大幅削減をしてきた。引き続きエネルギー消費効率の改善などに

推 進 体 制 子長を対策本部長とし、事務局長以下管理課員を中心に全教職員の意識向上を呼びかけ、削減推進を図り

年度 ごとの具
体的な取組及
び措置

年 度 設備、対象、工程! 計 国 内 容
18～20 校舎の冷暖房

攻と子ヤンハネ,生 訂凹を推進中 て鼓隔の史新時に向効挙のものを抹用 しエネルギ=硬コ曖司涌切癖印す
る。                           _

!8～20 校舎 太陽光電池の設戯 (現在50k w)を 積極的に導入したい。

血至効果ガス

の排出量等 排出区分
基準年度 (英頼)

(16)年 度
(二酸化炭素換算 (t))

日棋年度 く討回,

(19)年 度
(二酸化炭素決算 (t)) 岬鉤∽A事 業所等排出区分 3.295 t 3,441 t 45%

B輸 送車両排出区分 t t %

Cそ の他排出区分 t t %

排出合計 1                 3.295 t ネ″              3,44i t 45%

その他の地球
温暖化対策に
よる温ヨ効果
ガスの削減量
等

対策等の区分
目標年度 (計画)

収組量等 (二酸化炭素換算 (t)

森林の保全及び整備 (整備面積) ha (吸収畳) t

府肉匿の本材の利用 (利用量)  i       m・ (削減量) t

自然エネルギーを利用 した電
力又は熱の供給

(完電量)   l        ktth (削減畳) t

(鮎供給量) (削減畳) t

グ リー ン電力の購入 (購入童)   |       【 vh (削減登) t

削減量等合計 Ⅲ3 t

差引排 出量

(排出合計一削減尊合計)

基準年度 (実績) 目標年度 (計画) 削減率 (計画)
+1              ヤラ,与 t Ⅲ分‐(,9         才 ″ィ/ t ″ す %

特 記 事 項 基本万針でも以れたように、当事業場の主なエネルギーは冷暖房によるものであり、設定温度等も国の指針に基づき
エネルギー使用の軽減に努めてきた。電気に於ける契約電力も200k w削減し、現在2 000kwで 冷房時には、空調の
強制カットを断行 している状況で、厳 しい条件下にあるが基本的にはエネルギー消費効率の良い設備 機 器の導入等
を図り、エネルギー使用の削減を推進するとともに、教職員の啓蒙を推進 じ全学での意識向上を高め、エネルギー便
用量の削減を図りたい。

連  絡   究 担 当 部 署
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住 所

電 話 番 号

フ ァ ク シ ミ リ番 号


